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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

　

回次
第62期
第２四半期
連結累計期間

第63期
第２四半期
連結累計期間

第62期
第２四半期
連結会計期間

第63期
第２四半期
連結会計期間

第62期

会計期間

自  平成20年
    ４月１日
至  平成20年
    ９月30日

自  平成21年
    ４月１日
至  平成21年
    ９月30日

自  平成20年
    ７月１日
至  平成20年
    ９月30日

自  平成21年
    ７月１日
至  平成21年
    ９月30日

自  平成20年
    ４月１日
至  平成21年
    ３月31日

売上高 (百万円) 67,462 48,287 34,424 26,662 114,578

経常利益又は経常損失
(△)

(百万円) 2,797 △4,263 329 △1,366 △6,015

四半期純利益又は四半
期(当期)純損失(△)

(百万円) 1,849 △4,559 306 △1,492 △12,700

純資産額 (百万円) ― ― 80,370 52,621 57,258

総資産額 (百万円) ― ― 161,875 133,049 143,994

１株当たり純資産額 (円) ― ― 632.24 445.33 485.33

１株当たり四半期純利
益又は１株当たり四半
期(当期)純損失(△)

(円) 14.65 △38.94 2.43 △12.74 △103.29

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益

(円) ─ ─ ─ ─ ─

自己資本比率 (％) ― ― 49.3 39.2 39.5

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 3,835 1,913 ― ― 8,134

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △6,948 △3,081 ― ― △12,388

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △559 △10,186 ― ― 16,774

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) ― ― 13,944 17,411 29,267

従業員数 (名) ― ― 7,278 6,961 6,402

(注) １　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。
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２ 【事業の内容】

当第２四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている

事業の内容に重要な変更はありません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。

　

３ 【関係会社の状況】

当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

　 平成21年９月30日現在

従業員数(名) 6,961

(注) 従業員数は就業人員であり、臨時雇用者は含みません。

　

　

(2) 提出会社の状況

　 平成21年９月30日現在

従業員数(名) 1,028

(注) 従業員数は就業人員であり、臨時雇用者は含みません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当第２四半期連結会計期間における生産実績を製品別セグメントに示すと、次のとおりであります。

製品 生産高(百万円) 前年同四半期比(％)

コンデンサ 21,989 △23.8

回路ユニット 664 △65.6

機構・その他部品 760 △12.1

コンデンサ用材料 1,039 △40.8

合計 24,452 △26.8

(注) １　金額は販売価格によっております。
２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(2) 受注実績

当第２四半期連結会計期間における受注実績を製品別セグメントに示すと、次のとおりであります。

製品 受注高(百万円)
前年同四半期比

(％)
受注残高(百万円)

前年同四半期比
(％)

コンデンサ 24,329 △2.7 20,520 9.1

回路ユニット 651 △66.3 290 66.1

機構・その他部品 1,081 7.8 814 16.2

コンデンサ用材料 921 △39.1 556 △3.0

その他 360 △57.8 135 △16.6

合計 27,344 △9.8 22,316 9.3

(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(3) 販売実績

当第２四半期連結会計期間における販売実績を製品別セグメントに示すと、次のとおりであります。

製品 販売高(百万円) 前年同四半期比(％)

コンデンサ 23,917 △17.5

回路ユニット 619 △68.3

機構・その他部品 813 △6.9

コンデンサ用材料 954 △44.5

その他 357 △59.4

合計 26,662 △22.5

(注) １  上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２  総販売実績に対して10％以上に該当する得意先はありません。
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２ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結会計期間において、財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の異常な変動等

又は、前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」について重要な変更はありません。

　

３ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等は行われておりません。

　

４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(１) 経営成績の分析

  当第２四半期連結会計期間における世界経済は、中国など一部で持ち直しの動きも見られましたが、世界

的な金融危機の影響から、総じて景気は厳しい状況で推移致しました。日本国内におきましても、輸出・生

産に持ち直しの動きが見られたものの、企業収益は大幅に減少し、それに伴い雇用情勢は悪化し、設備投資

の抑制も続くなど、景気は低調に推移致しました。 

　当社グループを取り巻く市場環境につきましては、各国の景気刺激策の効果もあり、最悪期は脱したもの

と見られるものの、依然として電子部品の需要は前年比マイナスで推移し、価格も下落傾向で推移するなど

厳しい状況が続きました。 

　このような環境のもと、当社グループにおきましては、これまで実施してきた人件費の削減、諸経費の圧

縮、設備投資抑制等への取り組みを強化して、市場規模に即した事業体制の構築を進めてまいりました。ま

た、今春以降、中国市場を中心に急速に立ち上がった超短納期の需要「ラッシュオーダー」を積極的に受注

することで、足元における売上げ確保に努めましたほか、円高基調で推移する為替への対応と致しまして

は、海外工場での生産比率を一層高めるとともに、原材料購入通貨の外貨建て拡大に取り組みました。一方、

中長期的な観点からは、海外製造拠点への設備導入に対する為替変動リスクの軽減とコストダウンを目的

として、台湾に現地法人「佳美工機械股?有限公司」を設立致しました。 また、生産、販売、技術部門で構成

する「生販技一体プロジェクト」の活動を活性化し、市場開拓、製品開発、拡販支援体制の強化を図ってお

ります。

  しかしながら、前期後半からの需要の落ち込みは大きく、一部に受注の回復傾向は見られましたものの、

民生用を中心とした低価格帯の市場であったことに加え、為替が円高に振れたこと等により、当第２四半期

の連結売上高は266億62百万円（前年同四半期比22.5％減）、営業損失５億72百万円（前年同四半期営業利

益４億６百万円）、経常損失13億66百万円（前年同四半期経常利益３億29百万円）、四半期純損失14億92百

万円（前年同四半期純利益３億６百万円）となりました。

 

　所在地別セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。

　日本においては、政府による省エネ家電購入奨励策「エコポイント制度」による効果で大型薄型テレビや

冷蔵庫などの販売が好調に推移し、また、「エコカー減税」により自動車販売も増加したものの、産業機器

関連の回復は鈍く、売上高は70億78百万円（前年同四半期比33.2％減）、営業利益は11億97百万円（前年同

四半期比9.4％減）となりました。

　北米では、高水準の失業率が続くなか個人消費は停滞しておりましたが、米国政府の新車購入助成金制度

導入の効果により、一時的な効果ではありましたが自動車販売が増加し、売上高は18億66百万円（前年同四

半期比29.6％減）、営業損失は１億41百万円（前年同四半期営業損失30百万円）となりました。

　欧州では、日米同様に産業機器関連の回復は見られませんでしたが、欧州主要国で導入している新車購入

奨励策（スクラップインセンティブ）が需要を喚起した影響で、売上高は16億81百万円（前年同四半期比

39.8％減）、営業損失は15百万円（前年同四半期営業利益96百万円）となりました。

　アジア等では、特に中国の総額４兆元の内需刺激策により、薄型テレビ、パソコン関連機器等の需要が急激

に伸長致しましたが、低価格帯商品が主なため、売上高は160億35百万円（前年同四半期比12.8％減）、営業

損失３億69百万円（前年同四半期営業利益７億35百万円）となりました。
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(２) 財政状態の分析 

　当第２四半期連結会計期間末の総資産は1,330億49百万円となり、前連結会計年度末に比べて109億45百万

円減少致しました。 

　流動資産は662億43百万円となり、84億88百万円減少致しました。主な要因は、現金及び預金の減少110億42

百万円であります。固定資産は668億５百万円となり24億56百万円減少致しました。主な要因は有形固定資

産の減少30億47百万円であります。 

　流動負債は429億55百万円となり52億71百万円減少致しました。主な要因は短期借入金の減少91億73百万

円であります。固定負債は374億71百万円となり10億36百万円減少致しました。主な要因は長期借入金の減

少13億96百万円であります。 

　当第２四半期連結会計期間末の純資産は526億21百万円となり、前連結会計年度末に比べ46億37百万円減

少致しました。主な要因は四半期純損失の計上であります。この結果、自己資本比率は前連結会計年度末の

39.5％から39.2％となりました。 

 

(３) キャッシュ・フローの状況の分析 

　当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物は174億11百万円となり、前第２四半期連結会

計期間末に比べ34億66百万円増加致しました。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

　営業活動によるキャッシュ・フローは、売上債権の増加42億32百万円、仕入債務の増加16億82百万円、減価

償却費の計上19億95百万円などにより７億90百万円の支出となりました。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

　投資活動によるキャッシュ・フローは、主に有形固定資産の取得による支出９億51百万円などにより、８

億55百万円の支出となりました。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

　財務活動によるキャッシュ・フローは、借入金の返済による支出46億74百万円などにより、48億42百万円

の支出となりました。 

 

(４) 事業上及び財務上の対処すべき課題 

　当第２四半期連結会計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び

新たに生じた課題はありません。 

 

(５) 研究開発活動 

　当第２四半期連結会計期間の研究開発費の総額は８億60百万円であります。

　

EDINET提出書類

日本ケミコン株式会社(E01926)

四半期報告書

 6/30



第３ 【設備の状況】

（１）主要な設備の状況

当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

　

（２）設備の新設、除却等の計画

当第２四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 396,132,000

計 396,132,000

　

② 【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成21年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成21年11月13日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 127,159,334127,159,334
東京証券取引所
（市場第一部）

単元株式数は1,000株であります。

計 127,159,334127,159,334― ―

　

　

(2) 【新株予約権等の状況】

　　　該当事項はありません。
　

　

(3) 【ライツプランの内容】

      該当事項はありません。
　

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
 

(百万円)

資本金残高
 

(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成21年８月１日　(注) ─ 127,159 ─ 15,751△13,819 20,000

(注)  会社法第448条第１項の規定に基づき、資本準備金を減少しその他資本剰余金へ振り替えたものであります。
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(5) 【大株主の状況】

　 　 平成21年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社(信託口)

東京都中央区晴海１丁目８－11 8,723 6.86

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内１丁目６－６ 8,015 6.30

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社(信託口)

東京都港区浜松町２丁目11－３ 8,002 6.29

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７－１ 5,785 4.55

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区有楽町１丁目１－２ 3,346 2.63

明治安田生命保険相互会社
(常任代理人　資産管理サービス
信託銀行株式会社)

東京都千代田区丸の内２丁目１－１
(東京都中央区晴海１丁目８－12　晴海アイラ
ンドトリトンスクエアオフィスタワーＺ棟)

2,928 2.30

日本蓄電器工業株式会社 東京都福生市武蔵野台１丁目23－１ 2,332 1.83

株式会社日立製作所
(常任代理人　資産管理サービス
信託銀行株式会社)

東京都千代田区丸の内１丁目６－６
(東京都中央区晴海１丁目８－12　晴海アイラ
ンドトリトンスクエアオフィスタワーＺ棟)

2,000 1.57

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社(住友信託銀行株式
会社再信託分・株式会社三井住
友銀行退職給付信託口)

東京都中央区晴海１丁目８－11 1,900 1.49

住友生命保険相互会社
(常任代理人 日本トラスティ・
サービス信託銀行株式会社)

大阪府大阪市中央区城見１丁目４－35
(東京都中央区晴海１丁目８－11)

1,721 1.35

計 ― 44,753 35.19

(注)  １　株式数は千株未満を切り捨てて表示してあります。

２　日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社(信託口)、日本マスタートラスト信託銀行株式会社(信託

　　口)の所有株式は、当該会社の信託業務に係る株式であります。

３　日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社(住友信託銀行株式会社再信託分・株式会社三井住友銀行

　　退職給付信託口)の所有株式数は、株式会社三井住友銀行が保有する当社株式を退職給付信託に拠出し

　　たものであります。

４　上記のほか当社所有の自己株式 10,067千株（8.0％）があります。

５　大量保有報告書又は大量保有報告書の変更報告書により、以下のとおり株式を保有している旨の通知を

　　受けておりますが、当社として当第２四半期会計期間末における実質所有株式数の確認ができておりま

　　せんので、株主名簿上の所有株式数を上記大株主の状況には含めておりません。

氏名又は名称 住所 提出日
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社
東京都千代田区丸の内１丁目
４－５

平成20年12月12日 4,356 3.43

三菱ＵＦＪ投信株式会社
東京都千代田区丸の内１丁目
４－５

平成20年12月12日 212 0.17

ニッセイアセットマネジメント
株式会社

東京都千代田区丸の内１丁目
６－６

平成17年11月15日 66 0.05
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(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

　 　 　 平成21年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ─ ― ─

議決権制限株式(自己株式等) ─ ― ─

議決権制限株式(その他) ─ ― ─

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式）
 普通株式  10,067,000

― ─

完全議決権株式(その他)  普通株式 115,727,000 115,727 ─

単元未満株式  普通株式   1,365,334― ─

発行済株式総数   　　　　127,159,334 　　― ―

総株主の議決権 ― 115,727 ―

(注) １「完全議決権株式（その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が4,000株（議決権４個）

　含まれております。

　　　 ２ 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式27株が含まれております。　

      

② 【自己株式等】

　 　 平成21年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
日本ケミコン株式会社

東京都品川区大崎五丁目
６番４号

10,067,000 ─ 10,067,0008.0

計 ― 10,067,000 ─ 10,067,0008.0

　

　

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成21年
　４月 　５月 　６月 　７月 　８月 　９月

最高(円) 267 291 393 396 379 474

最低(円) 203 235 286 279 331 326

(注)株価は東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。
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第５ 【経理の状況】

１  四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

　なお、前第２四半期連結会計期間（平成20年７月１日から平成20年９月30日まで）及び前第２四半期連結

累計期間（平成20年４月１日から平成20年９月30日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、

当第２四半期連結会計期間（平成21年７月１日から平成21年９月30日まで）及び当第２四半期連結累計期

間（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成

しております。

　

２  監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期連結会計期間(平成20年７月１

日から平成20年９月30日まで)及び前第２四半期連結累計期間(平成20年４月１日から平成20年９月30日ま

で)に係る四半期連結財務諸表並びに当第２四半期連結会計期間(平成21年７月１日から平成21年９月30日

まで)及び当第２四半期連結累計期間(平成21年４月１日から平成21年９月30日まで)に係る四半期連結財

務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成21年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 18,229 29,272

受取手形及び売掛金 23,298 16,282

商品及び製品 8,080 10,606

仕掛品 5,030 5,364

原材料及び貯蔵品 6,474 6,407

繰延税金資産 139 224

その他 5,171 6,649

貸倒引当金 △181 △75

流動資産合計 66,243 74,732

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 34,651 33,592

減価償却累計額 △19,029 △18,550

建物及び構築物（純額） 15,622 15,041

機械装置及び運搬具 109,516 109,324

減価償却累計額 △84,160 △82,898

機械装置及び運搬具（純額） 25,356 26,425

工具、器具及び備品 10,637 10,491

減価償却累計額 △8,760 △8,491

工具、器具及び備品（純額） 1,876 2,000

リース資産 333 231

減価償却累計額 △56 △23

リース資産（純額） 276 207

土地 7,089 7,114

建設仮勘定 2,585 5,065

有形固定資産合計 52,807 55,855

無形固定資産 1,141 1,316

投資その他の資産

投資有価証券 10,003 9,264

繰延税金資産 26 14

その他 3,013 3,007

貸倒引当金 △187 △195

投資その他の資産合計 12,855 12,090

固定資産合計 66,805 69,261

資産合計 133,049 143,994
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（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成21年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 5,763 3,072

短期借入金 22,665 31,839

1年内償還予定の社債 1,000 1,000

リース債務 77 50

未払法人税等 878 1,858

賞与引当金 1,096 1,058

その他 11,474 9,349

流動負債合計 42,955 48,227

固定負債

社債 1,000 1,000

長期借入金 28,791 30,188

リース債務 222 179

繰延税金負債 590 444

退職給付引当金 5,947 5,711

役員退職慰労引当金 － 299

環境安全対策引当金 478 528

その他 440 156

固定負債合計 37,471 38,508

負債合計 80,427 86,735

純資産の部

株主資本

資本金 15,751 15,751

資本剰余金 33,819 33,819

利益剰余金 11,770 16,329

自己株式 △2,562 △2,559

株主資本合計 58,779 63,341

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 637 450

為替換算調整勘定 △7,271 △6,958

評価・換算差額等合計 △6,634 △6,508

少数株主持分 477 425

純資産合計 52,621 57,258

負債純資産合計 133,049 143,994
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年９月30日)

売上高 67,462 48,287

売上原価 55,629 43,242

売上総利益 11,833 5,045

販売費及び一般管理費 ※
 10,783

※
 8,477

営業利益又は営業損失（△） 1,050 △3,432

営業外収益

受取利息 115 22

受取配当金 58 26

為替差益 1,691 －

持分法による投資利益 190 260

その他 62 47

営業外収益合計 2,117 358

営業外費用

支払利息 333 457

為替差損 － 654

その他 36 78

営業外費用合計 370 1,189

経常利益又は経常損失（△） 2,797 △4,263

特別利益

投資有価証券売却益 23 －

貸倒引当金戻入額 1 0

その他 3 24

特別利益合計 28 25

特別損失

たな卸資産評価損 91 －

固定資産処分損 41 34

投資有価証券評価損 65 22

その他 13 2

特別損失合計 212 60

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

2,613 △4,298

法人税、住民税及び事業税 542 135

法人税等調整額 241 60

法人税等合計 784 196

少数株主利益又は少数株主損失（△） △20 64

四半期純利益又は四半期純損失（△） 1,849 △4,559
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【第２四半期連結会計期間】
（単位：百万円）

前第２四半期連結会計期間
(自 平成20年７月１日
　至 平成20年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自 平成21年７月１日
　至 平成21年９月30日)

売上高 34,424 26,662

売上原価 28,707 22,988

売上総利益 5,717 3,673

販売費及び一般管理費 ※
 5,311

※
 4,246

営業利益又は営業損失（△） 406 △572

営業外収益

受取利息 61 12

持分法による投資利益 137 126

その他 42 23

営業外収益合計 241 162

営業外費用

支払利息 174 196

為替差損 139 754

その他 3 4

営業外費用合計 317 956

経常利益又は経常損失（△） 329 △1,366

特別利益

投資有価証券売却益 23 －

その他 2 0

特別利益合計 26 0

特別損失

固定資産処分損 19 18

投資有価証券評価損 65 18

その他 12 3

特別損失合計 98 40

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

258 △1,406

法人税、住民税及び事業税 29 76

法人税等調整額 △77 △13

法人税等合計 △47 62

少数株主利益又は少数株主損失（△） △0 23

四半期純利益又は四半期純損失（△） 306 △1,492
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四
半期純損失（△）

2,613 △4,298

減価償却費 5,687 4,373

退職給付引当金の増減額（△は減少） △202 241

貸倒引当金の増減額（△は減少） 2 107

環境安全対策引当金の増減額(△は減少) － △50

受取利息及び受取配当金 △173 △49

支払利息 333 457

為替差損益（△は益） 14 370

持分法による投資損益（△は益） △190 △260

たな卸資産評価損 91 －

有形固定資産処分損益（△は益） 41 34

投資有価証券売却損益（△は益） △23 －

投資有価証券評価損益（△は益） 65 22

売上債権の増減額（△は増加） △744 △7,584

たな卸資産の増減額（△は増加） △3,587 2,557

仕入債務の増減額（△は減少） △1,895 3,136

その他 2,365 4,380

小計 4,398 3,437

利息及び配当金の受取額 173 50

利息の支払額 △337 △454

法人税等の支払額 △399 △1,119

営業活動によるキャッシュ・フロー 3,835 1,913

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △131 △813

定期預金の払戻による収入 142 －

有形固定資産の取得による支出 △7,069 △2,359

有形固定資産の売却による収入 232 272

投資有価証券の売却による収入 51 －

貸付けによる支出 △9 △45

貸付金の回収による収入 90 10

その他 △255 △145

投資活動によるキャッシュ・フロー △6,948 △3,081
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（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年９月30日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 408 △5,279

長期借入金の返済による支出 △196 △4,869

リース債務の返済による支出 － △34

自己株式の取得による支出 △13 △3

配当金の支払額 △757 －

財務活動によるキャッシュ・フロー △559 △10,186

現金及び現金同等物に係る換算差額 194 △502

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △3,478 △11,856

現金及び現金同等物の期首残高 17,423 29,267

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 13,944

※
 17,411
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【継続企業の前提に関する事項】

当第２四半期連結会計期間(自  平成21年７月１日  至  平成21年９月30日)

該当事項はありません。

　

　

　

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　

当第２四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　 至　平成21年９月30日）

　連結の範囲に関する事項の変更

当第２四半期連結会計期間において設立された佳美工機械股?有限公司を連結の範囲に含めております。
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【簡便な会計処理】

　

当第２四半期連結累計期間 (自  平成21年４月１日　至  平成21年９月30日）

１  たな卸資産の評価方法

　　棚卸高の算出については、実地棚卸を省略し、前連結会計年度末の実地棚卸高を基礎として合理的な方法に

　より算定する方法によっております。

 

２  固定資産の減価償却費の算定方法

　　定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の額を期間按分する方法によって

　おります。

 

３  経過勘定項目の算定方法

　　合理的な算定方法による概算額で計上する方法によっております。

 

４  法人税等並びに繰延税金資産及び繰延税金負債の算定方法

　　法人税等の納付税額の算定については、加味する加減算項目や税額控除項目を重要なものに限定する方法に

　よっております。

　  繰延税金資産の回収可能性の判断については、前連結会計年度末以降に経営環境等、かつ、一時差異等の

  発生状況に著しい変化がないと認められるため、前連結会計年度において使用した将来の業績予測やタック

　ス・プランニングを利用する方法によっております。

 

５  連結会社相互間の債権債務及び取引の相殺消去

　　連結会社相互間の債権と債務の相殺消去

　　  当該債権の額と債務の額に差異が見られる場合には、合理的な範囲内で当該差異の調整を行なわないで

    債権と債務を相殺消去しております。

　　連結会社相互間の取引の相殺消去

　　  取引金額に差異がある場合で当該差異の重要性が乏しいときには、親会社の金額に合わせる方法により

    相殺消去しております。

　

【四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理】

　

当第２四半期連結累計期間（自  平成21年４月１日　至  平成21年９月30日）

該当事項はありません。

　

【追加情報】

　

当第２四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　 至　平成21年９月30日）

役員退職慰労金制度の廃止

　当社の役員退職慰労引当金については、従来、役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく期末要支給額

を計上しておりましたが、平成21年６月26日開催の定時株主総会決議をもって役員退職慰労金制度を廃止してお

ります。

　同制度の廃止に伴い、在任期間に応じた役員退職慰労金の打ち切り支給を同株主総会で決議し、役員退職慰労引

当金を長期未払金に計上し、固定負債「その他」として表示しております。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　
当第２四半期連結会計期間末
(平成21年９月30日)

前連結会計年度末
(平成21年３月31日)

該当事項はありません。 該当事項はありません。

　

(四半期連結損益計算書関係)

　

　　  第２四半期連結累計期間

前第２四半期連結累計期間
(自  平成20年４月１日
至  平成20年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自  平成21年４月１日
至  平成21年９月30日)

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

　 次のとおりであります。

荷造運賃 2,233 百万円

給与手当
　2,430 　〃　　
　　　　　　　　

賞与引当金繰入額 552   〃

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

　 次のとおりであります。

荷造運賃 1,302百万円

給与手当 1,915  〃

賞与引当金繰入額 357  〃

　

第２四半期連結会計期間

前第２四半期連結会計期間
(自  平成20年７月１日
至  平成20年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自  平成21年７月１日
至  平成21年９月30日)

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

　 次のとおりであります。

荷造運賃 1,176 百万円

給与手当
　1,183 　〃　　
　　　　　　　　

賞与引当金繰入額 242   〃

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

　 次のとおりであります。

荷造運賃 730百万円

給与手当 969  〃

賞与引当金繰入額 166  〃

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　
前第２四半期連結累計期間
(自  平成20年４月１日
至  平成20年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自  平成21年４月１日
至  平成21年９月30日)

※  現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 13,951百万円

預入期間が３か月超の定期預金 △ 6  〃

現金及び現金同等物 13,944百万円

※  現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 18,229百万円

預入期間が３か月超の定期預金 △  818  〃

現金及び現金同等物 17,411百万円
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(株主資本等関係)

当第２四半期連結会計期間末(平成21年９月30日)及び当第２四半期連結累計期間(自  平成21年４月１日

 至  平成21年９月30日)

１  発行済株式に関する事項

株式の種類
当第２四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 127,159,334

　

　

２  自己株式に関する事項

株式の種類
当第２四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 10,067,027

　

　

３  新株予約権等に関する事項

  該当事項はありません。

　

　

４  配当に関する事項

　該当事項はありません。
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

前第２四半期連結会計期間(自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日)及び当第２四半期連結会計期間

(自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日)並びに前第２四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　

至　平成20年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年９月30日）

当社及び連結子会社は、コンデンサ及びその他の電子部品の製造・販売を主な事業としており、全セグメ

ントの売上高の合計、営業利益の合計額に占めるコンデンサ及びその他の電子部品の割合がいずれも90％

を超えているため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。
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【所在地別セグメント情報】

前第２四半期連結会計期間(自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日)

　
日本
(百万円)

北米　
(百万円)

欧州　
(百万円)

アジア等
(百万円)

計
(百万円)

消去
又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高 　 　 　 　 　 　
　

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

10,593 2,649 2,794 18,38634,424　　　　― 34,424

　(2) セグメント間の
　　　内部売上高又は
　　　振替高

23,835 887 2 7,880 32,606(32,606)　　　　―

計 34,429 3,537 2,797 26,26767,031(32,606)34,424

営業利益又は営業損失
(△)

1,321 △30 96 735 2,123(1,717) 406

（注）１　国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

 ２　各区分に属する主な国又は地域　　

　(1)　北米…………米国 

　(2)　欧州…………ドイツ 

　(3)　アジア等……シンガポール、マレーシア、香港、台湾、韓国、中国

 ３ 第１四半期連結会計期間より、「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準委員会　平成18年７月５

日　企業会計基準第９号）を適用しております。

 ４ 一部の機械装置について、利用状況を見直した結果、第１四半期連結会計期間より耐用年数を主に９年から８

年へ変更しております。

　

当第２四半期連結会計期間(自  平成21年７月１日  至  平成21年９月30日)

　
日本
(百万円)

北米　
(百万円)

欧州　
(百万円)

アジア等
(百万円)

計
(百万円)

消去
又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高 　 　 　 　 　 　 　

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

7,078 1,866 1,681 16,03526,662　　　　― 26,662

　(2) セグメント間の
　　　内部売上高又は
　　　振替高

18,864 586 2 6,505 25,959(25,959)　　　　―

計 25,943 2,452 1,684 22,54052,621(25,959)26,662

営業利益又は営業損失
(△)

1,197 △141 △15 △369 671 (1,243)△572

（注）１　国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

 ２　各区分に属する主な国又は地域　　

　(1)　北米…………米国 

　(2)　欧州…………ドイツ 

　(3)　アジア等……シンガポール、マレーシア、香港、台湾、韓国、中国
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前第２四半期連結累計期間(自  平成20年４月１日  至  平成20年９月30日)

　
日本
(百万円)

北米　
(百万円)

欧州　
(百万円)

アジア等
(百万円)

計
(百万円)

消去
又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高 　 　 　 　 　 　
　

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

21,323 5,163 5,604 35,37167,462　　　　― 67,462

　(2) セグメント間の
　　　内部売上高又は
　　　振替高

46,202 1,643 4 14,45562,306(62,306)　　　　―

計 67,525 6,807 5,608 49,827129,769(62,306)67,462

営業利益又は営業損失
(△)

2,402 △44 199 1,572 4,131(3,080)1,050

（注）１　国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

 ２　各区分に属する主な国又は地域　　

　(1)　北米…………米国 

　(2)　欧州…………ドイツ 

　(3)　アジア等……シンガポール、マレーシア、香港、台湾、韓国、中国

 ３ 第１四半期連結累計期間より、「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準委員会　平成18年７月５

日　企業会計基準第９号）を適用しております。この結果、従来の方法によった場合と比べて、当第２四半期連

結累計期間の営業利益がそれぞれ「日本」323百万円、「欧州」８百万円、「アジア等」51百万円減少してお

ります。

 ４ 一部の機械装置について、利用状況を見直した結果、第１四半期連結累計期間より耐用年数を主に９年から８

年へ変更しております。この結果、当第２四半期連結累計期間の「日本」の営業利益は313百万円減少してお

ります。

　

　  当第２四半期連結累計期間(自  平成21年４月１日  至  平成21年９月30日)

　
日本
(百万円)

北米　
(百万円)

欧州　
(百万円)

アジア等
(百万円)

計
(百万円)

消去
又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高 　 　 　 　 　 　
　

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

13,545 3,476 3,116 28,14948,287　　　　― 48,287

　(2) セグメント間の
　　　内部売上高又は
　　　振替高

35,806 1,050 7 11,95248,816(48,816)　　　　―

計 49,351 4,527 3,123 40,10197,104(48,816)48,287

営業利益又は営業損失
(△)

893 △375 △103 △1,223 △808 (2,623)△3,432

（注）１　国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

 ２　各区分に属する主な国又は地域　　

　(1)　北米・・・・・・・米国 

　(2)　欧州・・・・・・・ドイツ 

　(3)　アジア等・・・・・シンガポール、マレーシア、香港、台湾、韓国、中国
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【海外売上高】

前第２四半期連結会計期間(自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日)

　 北米 欧州 アジア等 計

Ⅰ　海外売上高(百万円) 2,343 3,013 19,473 24,830

Ⅱ　連結売上高(百万円) ― ― ― 34,424

Ⅲ　連結売上高に占める
　　海外売上高の割合(％)

6.8 8.7 56.6 72.1

　

当第２四半期連結会計期間(自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日)

　 北米 欧州 アジア等 計

Ⅰ　海外売上高(百万円) 1,465 1,818 17,365 20,649

Ⅱ　連結売上高(百万円) ― ― ― 26,662

Ⅲ　連結売上高に占める
　　海外売上高の割合(％)

5.5 6.8 65.1 77.4

　

前第２四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日)

　 北米 欧州 アジア等 計

Ⅰ　海外売上高(百万円) 4,444 6,004 38,374 48,823

Ⅱ　連結売上高(百万円) ― ― ― 67,462

Ⅲ　連結売上高に占める
　　海外売上高の割合(％)

6.6 8.9 56.9 72.4

　

　　当第２四半期連結累計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年９月30日)

　 北米 欧州 アジア等 計

Ⅰ　海外売上高(百万円) 2,710 3,345 30,905 36,961

Ⅱ　連結売上高(百万円) ― ― ― 48,287

Ⅲ　連結売上高に占める
　　海外売上高の割合(％)

5.6 6.9 64.0 76.5

(注)　１　国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

 ２　各区分に属する主な国又は地域

(1)　北米…………米国、カナダ

(2)　欧州…………ドイツ、フランス、フィンランド、イギリス

(3)　アジア等……シンガポール、マレーシア、香港、台湾、韓国、中国

 ３　海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。
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(１株当たり情報)

１  １株当たり純資産額

当第２四半期連結会計期間末
(平成21年９月30日)

前連結会計年度末
(平成21年３月31日)

　 　

　 445円33銭
　

　 　

　 485円33銭
　

　

(注)  １株当たり純資産額の算定上の基礎

項目
当第２四半期
連結会計期間末
(平成21年９月30日)

前連結会計年度末
(平成21年３月31日)

純資産の部の合計額(百万円) 52,621 57,258

普通株式に係る純資産額(百万円) 52,144 56,833

差額の主な内訳(百万円) 　 　

  少数株主持分 477 425

普通株式の発行済株式数(千株) 127,159 127,159

普通株式の自己株式数(千株) 10,067 10,056

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式
の数(千株) 117,092 117,102

　

２  １株当たり四半期純利益又は四半期純損失及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益

第２四半期連結累計期間

前第２四半期連結累計期間
(自  平成20年４月１日
至  平成20年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自  平成21年４月１日
至  平成21年９月30日)

１株当たり四半期純利益 14円65銭
　

１株当たり四半期純損失（△） △38円94銭
　

　(注) １.潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　

  　   ２.１株当たり四半期純利益又は四半期純損失の算定上の基礎

項目
前第２四半期連結累計期間
(自  平成20年４月１日
至  平成20年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自  平成21年４月１日
至  平成21年９月30日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益又は四半
期純損失(△)(百万円)

1,849 △4,559

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失
(△)(百万円)

1,849 △4,559

普通株主に帰属しない金額(百万円) ─ ─

普通株式の期中平均株式数(千株) 126,278 117,096
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第２四半期連結会計期間

前第２四半期連結会計期間
(自  平成20年７月１日
至  平成20年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自  平成21年７月１日
至  平成21年９月30日)

１株当たり四半期純利益 2円43銭
　

１株当たり四半期純損失（△） △12円74銭
　

 (注)１.潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２.１株当たり四半期純利益又は四半期純損失の算定上の基礎

項目
前第２四半期連結会計期間
(自  平成20年７月１日
至  平成20年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自  平成21年７月１日
至  平成21年９月30日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益又は四
半期純損失(△)(百万円)

306 △1,492

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失
(△)(百万円)

306 △1,492

普通株主に帰属しない金額(百万円) ─ ─

普通株式の期中平均株式数(千株) 126,268 117,093

　

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　

　

　

２ 【その他】

　該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成20年11月12日

日本ケミコン株式会社

取締役会  御中

　

新日本有限責任監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　土　井　英　雄　　　　　印

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　平　山　直　充　　　　　印

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　香　山　　　良　　　　　印

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日本

ケミコン株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間

(平成20年７月１日から平成20年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成20年４月１日から平成20

年９月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四

半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任

は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにあ

る。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日本ケミコン株式会社及び連結子会社の平成

20年９月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間

の経営成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせ

る事項がすべての重要な点において認められなかった。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以  上

　
 
(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成21年11月13日

日本ケミコン株式会社

取締役会  御中

　

新日本有限責任監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　土　井　英　雄　　　　　印

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　香　山　　　良　　　　　印

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日本

ケミコン株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間

(平成21年７月１日から平成21年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成21年４月１日から平成21

年９月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四

半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任

は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにあ

る。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日本ケミコン株式会社及び連結子会社の平成

21年９月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間

の経営成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせ

る事項がすべての重要な点において認められなかった。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以  上

　
 
(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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